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他自治体の事例研究 

1.  家庭（戸建て住宅）における再エネ導入（太陽光発電、太陽熱利用） 

 九州一小さい町吉富町（5.68km²：開成町 6.55km²）官民連携 PPA による脱炭素 

吉富町専用モデルとして契約条件を標準化し、公共施設及び希望する住宅への PPA 方式による太陽光

発電設備を導入した。CO₂排出量の削減とともに、防災用電源としての拡充に取り組んでいる。 

 

 Fujisawa サスティナブル・スマートタウン（藤沢市） 

全戸がスマートハウスで HEMS を装備しており、町全体で 3 MW の太陽光発電・蓄電能力を保有したス

マートタウンを形成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）脱炭素化の方向性を持った具体的な取組事例 
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 戸建て住宅間で「電力融通」する街区「セキュレア船橋グランオアシス」（千葉県船橋市） 

全戸に太陽光発電設備やエネルギーマネジメントシステム等を導入し、街区単位で電力を融通するこ

とで、住宅単体よりも効率的なエネルギー消費を実現した街区を形成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）再生可能エネルギー100%の街づくり 「船橋塚田プロジェクト（船橋グランオアシス）」（千葉県船橋市） 

 

 廃校を活用した施設を対象とした小規模ソーラーカーポートの導入（愛知県豊田市） 

廃校を活用した地域の活動拠点にソーラーカーポートを導入した。今後は小型 EV の地域内共同利用

事業の EV充電との連動も検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）ソーラーカーポート等の新たな自家消費型太陽光等の導入支援事業に関する優良事例  
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2.  事業者における再エネ導入 

 ホームセンターにおけるオンサイト PPA モデルを活用したソーラーカーポート導入事例（千葉県・民間）  

敷地内駐車場にソーラーカーポートを設置した。温室効果ガス排出の抑制の他、雨天時などの駐車場

利用の利便性の向上、災害時における地域インフラ整備に寄与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）ソーラーカーポート等の新たな自家消費型太陽光等の導入支援事業に関する優良事例 

 

 神奈川県「かながわ再エネ電力利用プロジェクト」 

小売電気事業者が提供する再エネ電力プランを広く周知するとともに、積極的に再エネ電力への切替

えを行った県内企業等を認定、公表する制度を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 かながわ再エネ電力利用プロジェクトについて 

出典）神奈川県ホームページ 
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 面的なエネルギーネットワークの構築（東京都内幸町一丁目地区） 

大容量の蓄電池や蓄熱槽等を活用したエネルギーセンターを整備し、電力や熱の供給の一元化を行い、

エネルギー利用の効率化と再エネの主力電源化に貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 内幸町一丁目地区区の位置図、及び概要 

出典）都市づくりにおける HTT の先進事例について 

 

 面的なエネルギーネットワークの構築（東京都虎ノ門・麻布台地区） 

地域冷暖房施設とコージェネレーションシステムを併設し、発電時の廃熱の有効活用と街区間熱融通

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 虎ノ門・麻布地区の位置図、及び概要 

出典）都市づくりにおける HTT の先進事例について 
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3.  電気自動車（EV）等の導入（運輸部門の脱炭素化） 

 EV を活用したワーケーションイベントの開催（小田原市） 

小田原市内の電気自動車のカーシェアリングを活用して、小田原市内のワーケーションを楽しむ事業

を実施している。併せてペーパードライブ講習も実施することで、運転に自信のない方の参加も後押し

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）電気自動車を使って小田原ワーケーション！～EV を体験しながら小田原を楽しもう～ 

 

 充電セーフティネットワークの構築（さいたま市） 

１枚の充電カードで全国一律のサービスが受けられるよう充電器の整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）電動車活用促進ガイドブック（2020 年 9 月 1 日、経済産業省） 
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 横浜市が e-Mobility Power と EV 普及促進に向けた連携の締結 

横浜市が「e-Mobility Power」と連携を締結し、以下の取組により、「次世代自動車先進都市 YOKOHAMA」

を目指すとしている。 

①人口密度の高い「港北区」、「青葉区」に集中的に充電器（3,000 基）を配置 

②充電インフラ拡大のための「新たな仕組みづくり」 

③充電インフラを活用した「まちづくり」 

出典）横浜市と E-MOBILITY POWER が EV 普及促進に向けた連携協定を締結 

〜充電インフラを拡⼤して「次世代⾃動⾞先進都市 YOKOHAMA」を共に⽬指します〜 

 

 民間企業における社員の EV 導入の促進のため、ワークプレイスチャージング※の導入 

従業員や一般ユーザー向けに自社オフィス・工場等勤務先駐車場への充電設備の導入している。 

※ワークプレイスチャージング：勤務先充電 

 

 

 

 

 

 

・ マンションへの充電器導入に向けたガイドブックの策定（東京都） 

 

出典）普通充電設備導入事例集（プライベート・パブリック充電用途）2015 年改訂版 

 

 「災害時における電気自動車からの電力供給の協力に関する協定」の締結（開成町） 

開成町が電気自動車（EV）を非常用電源として活用できる体制を構築し、開成町内の日産販売会社店

舗が電気自動車（EV）「日産リーフ」を無償貸与することで、災害時の電源を確保に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）開成町と日産自動車、電気自動車を活用した「災害連携協定」を締結  

https://global.nissannews.com/ja-JP/channels/leaf
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 「e通勤プロジェクト」として、エコ通勤の取組みを実施（兵庫県豊岡市） 

公共交通機関利用促進及び温暖化防止などを目的に、運賃上限を 200 円に設定、通勤・通学定期所持

者のバス無料化や市民を対象とした e通勤街頭キャンペーンなどを実施している。 

 

 グリーンスローモビリティの導入（実証実験）（宮崎市） 

中心市街地のイベントや関係企業等の情報発信ツールとして、車体ラッピングや車内装飾など、企業

や商店街、関係団体と連携した取組を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）脱炭素社会の実現に向けた運輸部門の取組 

 

 公用車を活用した EV カーシェアリング事業（尼崎市、東京都等） 

EV、超小型 EV を平日は公用車として使用し、休日は市民などが活用できるカーシェアリング事業を

実施している。 

 

 エネマネ連動型 EVカーシェアリングの運用（小田原市） 

小田原周辺地域で発電された再エネを EV に充電し、再エネの地産地消を通じた脱炭素交通システム

の構築および災害対応力強化に資する事業を実施している。EV シェアによる自動車台数の削減、EV 充

電に再エネ電力を用いることで、ライフサイクルを通じた CO₂排出量の削減を目指す。また、災害時に

は「動く蓄電池」と捉え、非常用電源として利用し、地域の災害力強化にも貢献する。 
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 超小型 EV を用いて“ラストワンマイル”を補完するシェアリングサービスの提供（愛知県豊田市）  

公共交通の「すき間」を補完し、移動ネットワークを提供している。自動車交通分野の環境負荷低減

を図りつつ、地域内移動の利便性を高めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）超小型モビリティの導入事例（国土交通省） 

 

 「自転車活用推進計画」の策定（北九州市） 

シェアサイクルの利便性向上と公共交通の

連携強化に関する取組の実施について定めて

いるほか、サイクルコースやルール・マナーを

記載したウェブサイトを開設している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）北九州市自転車活用推進計画 
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4.  ごみの減量化・リサイクル 

 生ごみの堆肥化と地元農家での活用（神奈川県座間市、小田急電鉄株式会社） 

小田急電鉄株式会社と座間市、農林水産省が連携し、座間市内 300 世帯で生ごみを堆肥化し、自治体

の資源物・廃棄物収集の仕組みにより回収し、地元農家で活用する「WOOMS Activation フードサイク

ルプロジェクト」を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）座間市で「WOOMS Activation フードサイクルプロジェクト」を開始。農林水産省との「農鉄

連携」により、「焼却ごみの削減」と「都市農業の振興」に取り組みます。 

 

 木質ペレットの利用方法 

木質ペレットの利用方法には以下のものが挙げられる。 

表 4-5 木質ペレットの利用方法 

区分 利用方法 

マテリアル利用 
植栽地のマルチング材利用、炭化して土壌改良剤、調湿材ボードへの利用、畜舎敷料、堆

肥利用、舗装用、公園などの地表面緩衝材、猫砂としての利用 

サーマル利用 発電機やボイラー・家庭用ストーブなどの燃料としての利用 

 

 木質ペレットストーブへの補助金制度（東京都八王子市） 

木質ペレットのみを燃料として使用する木質ペレットストーブの購入に際し、対象経費の 1/2（上限

10 万円）を補助している。 

 

 街路樹の剪定枝を燃料としたバイオマス発電所の開発（静岡県富士市） 

東松山バイオマス発電所において、街路樹などの剪定枝年間約 3万 tを燃料として利用し、発電して

いる。年間発電電力量は一般家庭約 4,800 世帯分に相当する約 1,500 万 kWh、年間 CO₂削減量は約 6,900t

を見込んでいる。 
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 広域処理によるメタン発酵及びごみ発電（北海道、中・北空知エネクリーン） 

生ごみはメタン発酵させエネルギー回収し、それ以外の可燃物をまとめて焼却施設で高効率発電を

実施している。 

 

 

 

 

 

 

出典）小規模自治体における中間処理に係る先進事例集 

 

 廃棄物の固形燃料化（香川県三豊市） 

焼却処理量を最小化し、ごみを固形燃料として活かしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）小規模自治体における中間処理に係る先進事例集 
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 温水を利用するバイナリー発電設備の導入（兵庫県丹波市） 

小規模焼却施設においても年間を通した安定的な余熱利用が可能な手段として、温水を利用するバイ

ナリー発電設備を導入している。温水需要が小さな地域でも、バイナリー発電設備導入により、電力と

しての利用が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）小規模自治体における中間処理に係る先進事例集 

 

 公共施設等におけるペットボトル飲料の廃止（鎌倉市） 

市役所・支所等の自販機ではペットボトル飲料の販売を極力中止し、公共施設ではウォーターサー

バーの設置によりマイボトルの普及促進を図っている。 

 


